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第 4章 改革開放以後の中国におけるメディア管理制度の変容 

 

 

はじめに 

 

1978年の改革開放政策の導入以降、中国のメディアはその役割と位置づけ、そして

経営体制など、多くの側面で大きな変革を経験してきた。 

メディアは開発体制の下での社会経済の発展、国際関係の変化、テクノロジーの革

新といった多岐にわたる要因の影響を受けている。とりわけ、経済が成長する過程で、

国内外から情報の自由な流通やメディアの多様化という、要求が突きつけられた。そ

して、インターネットの普及や SNS の台頭により、従来のメディア管理制度の枠組み

が大きく揺らぎはじめた。 

1990 年代から 2000 年代初頭にかけて、メディア産業の商業化が進み、新しいビジ

ネスモデルや投資が促進された。メディアはその影響力を増していくことが期待され、

中国国内でも多くのニューメディア企業や放送局が設立されるなど、その変動は目ま

ぐるしかった。また新聞等のメディアグループ化が進められた。それらに伴って、メ

ディア管理を徹底するために二元管理体制への移行、主管・主弁制度の導入が行われ

た。 

2000 年代後半から現在までは、WTO 加盟に伴う国際化、さらに情報化が情報の管理

や流通、特に、外資導入への対応の問題があり、さらにニューメディア技術の導入や

SNSの普及により、一般市民も情報発信者としての役割を持つようになり、国家として

の情報管理の難しさや複雑さが増してきた。 

情報の多様化と政府の情報統制の必要性との間でバランスを取ることが求められた。

さらに、技術革新の進展により、インターネットやデジタルメディアの台頭が新たな

メディア環境を形成し、従来のメディア管理制度に新たな調整と改革の必要性をもた

らした。このようなメディア管理制度の変革は、メディア産業の発展と社会の情報化

にどのように寄与し、またどのような問題を引き起こしたのかを明らかにしたい。  
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第 1節 メディア管理のための新制度の導入 

 

1.二元管理への移行 

中国では、党と政府がメディアを管理する専門機関を設けている。ラジオやテレビ

などの放送メディアだけではなく、新聞、雑誌、図書、録音と録画などの出版やイン

ターネットなども全て党と政府の管理対象となっている。 

このメディアの管理体制は常に政治、経済などの環境の変化にしたがって変容して

おり、不変ということはありえない。 

メディアの管理体制の変容には多くの要因があるが、特に経済および政治改革が最

も影響力があった。80年代の改革開放以前は、中国の党の機関紙は計画経済を基礎と

して運営され、党委員会が報道内容、各新聞社の人事任免、部署の配置、財政などす

べて統一に管理するという、中国共産党の一元的な管理体制の下で、党、政府に関す

る宣伝活動を行っていた。当時のメディアはいわゆる「事業単位」1の性質を持った組

織であり、メディアは利益を追求するものではなく、「階級闘争の道具」や「党の宣伝

道具」として政治権力に奉仕したため、報道内容は同一の論調であり、多様性は見ら

れなかった。  

しかし、80年代の改革開放にしたがって、中国のメディア改革はその第一歩を踏み

出しはじめた。1990年代末から、メディア管理体制として、「事業単位、企業化管理」

2という二元体制が採られてきた。中国政府は改革開放以降メディアの市場化を積極的

に推し進める一方で、メディアの事業単位としての属性を変えてはならないものとし

た。なぜなら、中国メディアが事業単位である限り、メディアに対する管理が実行し

やすいからである。二元的な管理体制とは、具体的に言うと、党中央によるメディア

の意識形態の管理と、国務院の国家ラジオ・テレビ総局によるメディアの行政管理で

ある。この二元的な管理体制については西茹らの先行研究があるが、例えば中国の代

表的なメディア史研究者である胡正栄は、改革開放以降中国メディアの管理体制を「一

元体制、二元運行」と指摘した3。すなわち、「一元体制の下で、メディアは国家に所有

される。二元運行とは、国家に所有されるメディアが政治的な意識形態の宣伝任務を
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行うと同時に、広告などの経営活動を通して利益を獲得し、運営を維持することを指

している」4と言える。メディアは政府の宣伝活動を行うシステムと、企業として経営

活動を行うシステムという二つの機能をもちながら、メディアの国家所有という一元

体制下にあることを示している。すなわち胡は、メディアの政治的な性格と経済的な

性格という二つの面から、この一元体制の二元運行を考察した。しかし、胡は党によ

る一元管理体制は改革開放とともに変化し、党中央による意識形態の管理と国務院の

関連機関による行政管理という二元管理体制に移行したことを明確に提示していない。  

このような二元的な管理体制を支えるのは、メディアの取材、報道活動、出版、掲

載などを含め、メディア従事者に対する具体的な制度であり、制度は中国のメディア

の性質、報道内容、人事管理、資本管理などメディア全般を規制している。 

事業単位としてのメディアは、行政ランクにあわせて、その従業員が官僚システム

の位階序列を持つ。まず、事業単位内の従業員は「事業単位編制」という定員枠のあ

る準公務員制のもとに置かれる。「事業単位編制」の定員枠に入れば、給与と昇進は中

国の公務員の賃金制度や昇進制度に準じて定められることになる。また、「事業単位編

制」に入った従業員の人件費は国家財政から支給されるだけではなく、戸籍、住宅な

どの手厚い待遇も国家から受けられる。現在「事業単位編制」の定員枠に入った従業

員は党報に集中している。市場志向メディアに所属する従業員のうち、この定員枠に

入るのは数人の管理職に限られている。いずれにせよ、メディアの従業員は「事業単

位編制」の枠に入る者であれば、公務員と同じように賃金、昇進、住宅など福利厚生

の恩恵を受けられる。 

メディア組織の主要責任者の任命権はその行政ランクに応じて、各レベルの党・政

府に握られている。 

改革開放以前から、党報の人事は党委員会、具体的には宣伝部と組織部（党幹部の

人事を司る部門）を通じて決定するという制度がある。1950年代には党報の編集長は

必ず管理者である党委員会の委員が担当することとなっていた。また、各党報の編集

長、副編集長と編集委員の任命は管理者の党委員会から指名されるうえ、上級党委員

会の許可を得ることが定められていた。例えば、中央レベルのメディアの人事任命は

中国共産党中央によって決定される。メディアの主要責任者の任命が党委員会によっ

て決定されることは改革開放以降も継続されている。 

1990 年代以降、主要責任者の任職条件などが制度化されつつある。改革開放まで、
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共産党がメディアを一元的に管理していたが、政府も管理の一部を担うという役割分

担制となった。この変化の一環として、新聞出版署による主要責任者の任職に関する

詳しい規定が公開された。新聞出版署が 1995 年に公開した「関於報刊社社長総編集

（主編）任職条件的暫行規定（新聞雑誌社社長と編集長（主筆）の任職条件に関する

暫行規定）」では、主要責任者の任職のための政治的条件が規定された。さらに、新聞

出版総署が 2009年に発布した「関於規範新聞期刊主要責任人的任職資格的通知（新聞

雑誌主要責任者の任職資格の規範化に関する通知）」では、主要責任者の任職条件がよ

り細かく規定された。    

まず、新聞・雑誌の主要責任者は「新聞、雑誌など出版単位の法人、社長、編集長、

主筆、副社長、副編集長、副主筆など」と定義づけられている。また「新聞、雑誌社の

社長および編集長（主筆）は、中国の特色がある社会主義の理論と党の基本路線に沿

い、人民に奉仕し、社会主義に奉仕するという原則に従い、党と国家の全体を見渡す

観点に立ってサービスを提供し、社会主義的な新聞出版の職務方針と政策を実行し、

国家の法律法規を遵守すべきである」と明記されている。また、主要責任者の専門資

格について、次のような規定がある。「中央および国務院各部門に直属している新聞社、

地方省級党報の社長および編集長は、『副高級』およびそれ以上のニュース専門技術資

格および同等な専門技術資格を有し、並びに 5 年以上の編集取材の勤務経験を持つべ

きである」。また、主要責任者の研修を義務化することを明記し、研修の合格証書の有

効期限である 5年が過ぎたら、再度研修に参加しなければならないとされる。さらに、

同『通知』では、時事ニュースを中心として紙面を展開する新聞、雑誌の主要責任者

に限って特別に「属地管理制に従い、新聞・雑誌所在地の新聞出版行政部門に所定様

式の任職資格報告表を提出し、記録にとどめる」ことも要求されている5。 

このように、改革開放以降も、中国共産党と政府はメディアの事業単位という属性

を変えてはならないものとした。そうすることによって、メディア組織の行政ランク

に応じて各レベルの管理元が新聞の主要責任者を任命する制度を残し続けている。ま

た、主要責任者は実質的に官僚であるため、主要責任者に対する管理は公務員に準ず

る管理体制として実行できる。  
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2.主管、主弁制度の概要と構造 

中国では、どのようなメディア機関でも、合法であれば、必ず主管部門と主弁部門

を持っている。主管、主弁部門はメディアの創設にあたって備えなければならない部

門である。これは中国の特有なメディア管理制度であるともいえよう。 

新聞の主管、主弁制度については、1993 年 6 月 29 日にされた「出版部門の主弁部

門および主管部門の職責に関する暫行規定」という重要な政府機関の規定がある。こ

の規定によって、主管部門と主弁部門の位置づけ、関係及びそれぞれの職責が定めら

れ、比較的厳格な主管、主弁という管理制度が設けられた。  

この規定によれば、まず、主弁部門とは、出版部門を指導する部門を指す。主弁部

門が創設した出版部門の業務範囲は主弁部門の業務範囲と一致しなければならい。ま

た出版部門の設置、運営の場所は所属する主弁部門と同じ行政地域でなければならな

い。もし二つあるいは二つ以上の部門が連合して出版部門を創設する場合は、その中

の一つの部門を主として、またそれに相応した主管部門を決めなければならない。 

主弁部門の職責と権限を、①内容管理、②経済面の責任、③人事の面から見てみよ

う6。  

内容において、主弁部門は、第一に、出版部門が、共産党の基本路線、方針、政策や

国家の法律、法規、政策及び出版機関を創設する方針、趣旨、業務範囲にしたがって、

健全な業務をできるように指導し、監督しなければならない。第二に、出版部門の重

要な宣伝、報道あるいは計画を審査し、重要な原稿の内容などを審査し、決定する。

第三に、出版部門の出版物を出版する、あるいは出版しないことを決定する。第四に、

出版部門が出版物の内容において重大な過ちを犯した場合は、直接な指導責任を引き

受ける。 

経済面において、主弁部門は、出版部門の創設にあたって、必要な資金、設備の提

供や調達、許可登録の手続きの処理、法に基づく企業法人あるいは事業部門法人とい

う資格の取得をしなければならない。また、新聞社などのメディアの経営活動を監督

し、定期的に監査し、出版部門の財産の保持や増強を確保する。しかし、出版部門が

政策的に欠損を出した場合、主弁部門は出版部門に相応の補填あるいは他の方式の補

助をしなければならない。  

人事面において、出版部門の責任者を考査し、人事任免を提案し、主管部門に報告

して承認を求めなければならない。また、新聞発行を廃業する場合、その後の資産清
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算や人員の配置転換などの責任を負う。  

次に、主管部門とは、新聞社の主弁部門の上位の指導部門を指す。主管部門のラン

クに関して国家は厳格な規定を設定している。中央においては、部(日本の省庁にあた

る)レベル以上の部門とされる。省、自治区、直轄市においては、庁(局)レベル以上の

部門とされる。県レベルの行政地域においては、県レベルの部門とされる。主管部門

は、主弁部門が出版部門を指導し管理する業務に対して検査、監督、指導する。 

さらに、内容面で重大な問題が生じた場合、指導責任をとる。出版部門の重要な宣

伝、報道あるいは計画を審査し決定する権限、また重要な影響力を持つ著作物の出版

あるいは発表を決定する権限を有している。経済面においては、出版部門に資金や設

備を提供し調達する主弁部門と協力する。出版部門を廃業あるいは出版物を廃刊する

時、資産清算や人員の配置転換などに対して主弁部門と共に責任を負う。さらに、出

版部門を廃業させたりや出版物を中止させたりあるいは変更させることを決定した際

には新聞出版行政管理部門7に書面で報告する。  

次に、主管部門、主弁部門及び出版部門の関係について説明する。 

 

図 4−1 主管部門、主弁部門及び出版部門の関係 
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出典：筆者が作成した 

 

図 4−1 に表示したように、主管部門、主弁部門及び出版部門の三者は指導する側と

指導される側という関係にある。出版部門の主要な責任者は主弁部門に所属する現職

の人員でなければならない。他の組織や個人が出版部門の責任者を引き受けることは

主管部門 

主弁部門 

出版部門 



 80 

禁じられている。出版部門が規定に定める職務を履行できない場合あるいは規定に違

反した場合、存続条件を失い、新聞出版行政管理部門は該当出版部門の登録を取り消

さなければならない。 

新聞の出版権と所有権は新聞社自身が持っておらず、新聞の主管部門が持っている。

この制度では、党がメディアの政治姿勢、人事、資産などを監督し、管理する。主管、

主弁制度を実施する最大の目的は中国共産党がメディアを指導する体制を堅持するた

めである。 

 

3.新聞のグループ化体制の形成 

1992 年 6 月 16 日、中国共産党中央と国務院は「第三次産業の発展加速に関する決

定」8を発布した。この「決定」によって、中国ではメディアが第三次産業に属するこ

とがはっきり示された。それは、産業性がメディアの一つの性質であり、無視できな

い属性である点を初めて政策で認めたことを意味する。また、それはメディアの産業

化を促進しようとする主張にも重要な政策的根拠を与えた。こうして、中国メディア

は宣伝手段でありながら、産業でもあるという二つのレールに乗せられるよことにな

った。 

メディアの産業化によって、新聞は経済建設における有力な産業、すなわち中国の

新聞業界へ発展していった。そして、新聞の大きな構造的な転換が 1990年代であった。

構造的な転換の一例として、ここでは新聞のグループ化を中心に検討していくことに

する。 

中国において、最も早く新聞のグループ化をテーマとして議論したのは、1994年に

新聞出版署が主催した「全国第一回新聞発行グループ問題シンポジウム」であった。2

年後、1996 年 1 月 15 日に、中国初の新聞発行グループ、いわゆる広州日報グループ

が生まれた。 

一般的に言えば、メディアグループを形成する直接な動因は、連合して一体になる

ことによって新たな生産力を作り出すことや、あるいは制度面において新機軸を打ち

出すことにある9。メディアのグループ化は、メディアの市場化政策を実行するに当た

って中国国家新聞出版広電総局にとっては重要な意味をもつ。それは、一つは将来的

には国際的な資本がメディア業界へ参入してくるのは不可避であるという認識のもと、
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国内メディアの競争力を高めることである。もう一つは、それがメディアの市場化の

下で党がメディアを管理する最善の方法だということである。 

中国のメディアグループは、次のような性格を持っていると指摘できる。 

（1）グループの中心は党機関紙で、党の指導が貫かれている。 

中国におけるメディアグループ化の目標は、例えば商業利益を追求する点にあると

しても、同時に、メディアとりわけ党機関紙は党と人民の「喉と舌」であり、党の方

針や政策を宣伝する責任を持っている。メディアグループにしても、グループに所属

していない新聞紙にしても、すべてが党の指導の下で運営しなければならない。した

がって、新聞出版総署10が出した「新聞出版業のグループ化建設に関する若干の意見」

11では、メディアグループの指導体制について次のように定めた。「メディアグループ

は事業の性質に属し、中央レベル、省レベルの党機関紙、条件を備えた省都と「計画

単列市」の党機関紙を主導単位として組織する。党委員会の指導下での編集委員会の

責任制、しかも党委員会の書記が社長を兼職する体制を実施する。」 

こうしたメディアグループは党委員会の指導のもと主管、主弁制度を実施している

が、一般的にメディアグループの主管、主弁単位は各行政レベルの党委員会と政府で

ある。党委員会、政府が新聞の出資者であり、メディアグループは国有財産であるの

で、当然、党、政府はグループの所有者であり、グループに対して指導を行う立場に

ある12。具体的には、上位のレベルの党委員会がメディアグループの主要責任者を任命

することによって、メディアグループに対する党委員会の基盤を強化し、党委員会の

指導の管理体制を構築している13。 

メディアグループの内部の組織システムは党委員会の指導のもとに二つの類型があ

る。一つは、編集委員会による指導体制である。これは、上位のレベルの党委員会が

編集委員会メンバーを任命し、編集委員会をメディアグループの政治的中軸とし、そ

れらの編集委員会のメンバーらが指導部を構成する。例えば、光明日報と経済日報（国

務院主管）がこのシステムを導入している。新聞社の編集委員会は新聞社の諸事務の

最高決定機構であり、新聞社の編集部門、経営部門と行政総務部門を指導すると同時

に監督責任を負っている。一般的に編集長が編集委員会を招集し、編集委員会の決定

を実施し、新聞社の日常事務にあたる。通常、編集長は党の各レベル組織部門が派遣

するため、党委員会から受託され、同レベルの党委員会を代弁して機関紙の編集業務

にあたることになる。 
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もう一つは、グループ内の党委員会が指導する体制である。グループ内の党委員会

の書記と党委員会委員は上位のレベルの党委員会が任命し、党委員会はメディアグル

ープの最高指導機構となる。しかし、この場合は、対外経済の活動においては様々な

名称を使うことが多い。例えば、社務委員会、管理委員会、編集委員会などが使われ

る。ここで明らかなのは、メディアグループに対する党委員会の影響力は後退したの

はなく、形式を変えながらもしっかりと残されていることである。 

（2）政府の指導によって組織された点である。 

グループ化の趣旨は、資源の統合、構造の最適化を図り、競争力を高めようとする

点にあった。当然グループ形成にあたって市場メカニズムがその役割を十分に果たす

べきである。ところが、実際には党や政府の指導や推進の下でグループ化が行われ、

実験的に行ってから推進するという漸進的な展開であった。それは民間の市場メカニ

ズムではなく、基本的に一種の政府行為と言ってもいいだろう。その点を明らかにす

るのはメディアグループの設立に関する許可申請規定である。それは、いわゆるメデ

ィアグループの設立には、「当地党委員会と政府の同意を得た後、中央宣伝部と新聞出

版総署に報告し許可を得る」14ということからもわかる。 

メディアグループを組織するプロセスにおいて、党や政府と緊密につながり、決し

て自由競争に基づく自然発生な経済行為でもないし、資本によって統合されるもので

もない。 

（3）中国のメディアグループはいわゆる企業グループと異なる。 

メディアグループは企業的な経営を行っているが、企業グループとの違いははっき

りしている。 

その違いは次の 4 点にまとめることができる。それは、（i）メディアグループは企

業的経営を行ってながら、事業単位の性格を持っている。（ⅱ）国有資産価値の維持や

増強という企業的な責任を担っているにもかかわらず、党の宣伝の任務を果たす責任

も持っている。（ⅲ）党委員会の指導と法人管理を結合させる指導体制に加え、宣伝と

経営を相対的に独立させる組織構造が求められている。理事会と企業から独立した監

事会を設けるが、取締役は党委員会の書記が兼任する。監事会は党や国家の方針、政

策と宣伝、経営の実施に対し監督を行う。監事会の人員は、党委員会宣伝部門が組織

部門と行政主管部門と協議して確定し、各メディアグループに派遣する。このメディ

アグループの内部管理システムが、党の指導的立場を確保するためのものであること



 83 

は一目瞭然である。（ⅳ）党機関紙を中心に形成されたグループは党委員会の機関とし

ての側面を維持しているので、親新聞と子新聞の関係は親会社と子会社のような関係

ではない15。 

（4）経済的な収益を拡大するためである。 

メディアグループの設立のもう一つの目的は、経済的なものである。市場化が進む

なかでメディアは、従来は国家補助金に頼って財政を「圧迫していたお荷物」から一

転、多額の経済利益を得られる産業へと変身を遂げた16。 

新聞社が新聞の発行以外にも、新聞に関わる範囲内で経営を拡大する多角経営が認

められた。たとえば、中国記者協会（国務院の管理を受けるいわゆる社会団体）の 2000

年の調査資料によると、メディアの経営収入の 75%-95％は、広告収入である。省レベ

ルの新聞はいくつかの系列新聞や雑誌を持っているが、省全体における新聞の収入の

80％は、一つあるいは二つの系列新聞が占めている17。 

これは、党機関紙を中心とするメディアグループにより広告市場が独占されている

ことを意味する。党機関紙の広告額は減っているに対してメディアグループの広告額

が伸びていことは、党機関紙の系列下にある非機関紙の広告が伸びていることを物語

っている。 

 

4.メディアグループ化が直面している問題 

メディアグループ化によってメディアの産業化は一歩前進した。しかし、今なお、

中国のメディアグループ化は次のような問題に直面している。 

第一に、地方の党機関紙がそれぞれの地域を独占する状況になっている。メディア

グループを組織するにあたって党機関紙が主導する。また、省、自治区を越えてはい

けないという規定によって、実際に設立されたメディアグループはほとんど地方省、

自治区、大きな都市に限定されている。こうした一地域内における行政手段で統合さ

れたグループの最大の弊害は、地域ごとの閉鎖的かつ独占的な組織運営になっている。

例えば、広東省のメディアグループは福建省の新聞を買収あるいは合併することがで

きない。そして、福建省で新しい新聞を創刊することもできない。その逆もまた然り

である。この問題の本質は新聞発行グループも地方の党と政府の権力機関の管理の下

に置かれるという従属関係にあるからである18。こうした従属関係によって中国におけ
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るメディアグループの発展の余地は制限されている。結局、グループ化によって国内

の新聞業界の統一市場形成は促進されていないばかりでなく、地方の独占状態もさら

に深刻化することになった。 

第二に、メディアグループ化によって粗放的な経営の積弊を改めることができなか

った。党や政府によってメディアグループ化が推進されたが、資源の統合が行われて

いないので、グループ規模に匹敵する利益が得られなかった。つまり、グループが形

成されても集約的な経営が実現されていないのである。実際、数字だけを無分別に追

求し、コストを考慮せずに発行部数やページ数を増やし、広告を拡大したため、新聞

の質も利益も両方とも下降傾向をたどるメディアグループもある。ひたすら新聞や雑

誌を合併し、グループの規模を拡大させ、既に所有する新聞や雑誌への投資を怠った

ため、本来の競争力のある新聞や雑誌が衰えたケースもある。 

第三に、市場化政策にもかかわらず、メディアは「宣伝機関（事業単位）」から「宣

伝企業（事業単位・企業化管理）」へと変容していないことである。元々は完全なる党

や国家機関の一部とて、国家財政によって運営され、党の政策宣伝を下請けする「宣

伝機関」であったが、市場化の推進ともに「宣伝企業化」していくことなっていった。

しかし、先述したように、あくまで党がコントロールできる経営システムをつくり上

げることによって、実際に、メディアへの党の指導的立場には変りがない。 

そして、グループの党委員会の指導と法人管理を結合する指導体制は実際の運営に

おいて様々な問題を生じさせる。現在の政策によって、メディアグループはほとんど

事業単位の性格を持っており、純粋な法人企業ではない。こうした事業単位の特性を

持つグループをいかに法人管理体制と融合させるかは未解決である。したがって、事

実上多くのメディアグループの管理は依然として機関管理の傾向が強い。この問題が

解決しない限り、グループの体制改革を深化させられないし、市場主体の位置を確立

できない。 

第四には、メディアグループ内の新聞や雑誌の構成は合理的ではない。メディアグ

ループは、形式的にグループの形になっているが、第三点で指摘したように、行政の

一部門のような管理体制がまだ改善されていないので、次のような問題点があると考

えられる。例えば、グループ内の新聞や雑誌は経営状態が悪く、赤字から逃れること

ができないこと、読者の多様、多層なニーズに合わせて、特色のある新聞や雑誌で市

場を獲得することができないこと、似たような複数の大衆紙が作られることなどが挙
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げられる。 

結局、WTO加盟により中国のメディアは構造的な再編を成し遂げ、多元化がもたらさ

れたと指摘されるが、メディアの性格と基本的な運営方法などには根本的な改善はみ

られないといわれる。 

 

 

第 2節 グローバル化、情報化に対応するための管理制度の整備 

 

中国経済の国際化と共に、メディアも国際的な視点や連携が求められるようになっ

た。政府は、この国際的な背景の中でメディアの影響力を維持、強化するために、情

報の流通をより集中的に管理する方針を採用した。ネットメディアの規制強化制度の

導入など、国家の利益と情報の安全を守るための施策が強化された。 

 

1.中国経済のグローバル化と外部資本の規制の変化 

2001年の WTO加盟は、中国経済が本格的にグローバル化に合流し、かつそのスピー

ドを加速させる契機となった。それによってメディアの市場化が促進され、結果的に

当局も国内のメディア政策の見直しを迫られた。 

中国ではメディアを「言論陣地」として位置づけていたものの、WTO加盟によるメデ

ィアの市場化改革を拒むことはできなかった。 

WTO 加盟は中国の高度経済成長を促進した。この点は共産党の経済政策と一致した

のである。しかし、メディアの国有化政策を実施している当局にとって WTO 加盟は厄

介なことであった。なぜなら、WTO加盟により中国メディアへの外国資本の参入が避け

られなくなるからである。外国資本の参入が共産党のメディア管理に大きな負担をか

けることは明白なことであった。しかし、政権は国家の威信をかけて経済発展政策を

優先せざるをえなかった。 

メディアの市場化政策において、当局が外国資本への警戒を強めているのはそのた

めである。当局は、一方ではメディアを営利企業であると指摘しながら、もう一方で

他の産業とは異なることを強調し、メディア市場の開放はあくまで限られた範囲内に

おいて行おうとしたのである。例えば、外国資本の参入を認める場合においても、メ
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ディアの所有権、主要人事権、そして、編集権は譲らないことを原則として認めさせ

ている。ここで合意が得られない場合は、メディアへの外資の参入は認められない。

外国投資家がこの条件を受け入れているのは、将来的に中国メディアの巨大な市場の

完全になる開放を期待し、それを優先的に獲得することを目的とするためなのである。

この原則の枠組みは、外国資本のみならず、国内の民間資本がメディアへ参入する際

にも基本的な原則として用いられている。 

2001年の 17号文献19と 2002年の 17号文献20の実施細則により、さらに 2003年の規

定21により、党と政府は企業化や業種ごとに国有資本の比率を分ける政策を施行した。

2003 年の規定では編集業務においては 100％の国有資本の出資とすることで党と政府

の新聞所有を維持する。 

2003 年に定めた規定「中共中央関於完善社会主義市場経済体制若干問題的解決」22

では、一方で、業務を企業とし資本の規制緩和を行うことが認められた。「2、投資と

融資に関して」において、「9．党報、党の雑誌（中略）など重要なニュース・メディア

の経営部分を分離させ企業とする（剥離転制）ことで、国家の絶対的な持分を確保す

る前提の下で、社会資本を取り入れることを許可する」と定めた。 

経営業務においては 51％以上の国有資本を維持すれば社会資本の参入を許可するこ

ととした。 

民間資本の参入例として、上海市の上場企業である「新華伝媒」の事例を挙げる。

以下では、劉明の論議に基づき、新華伝媒に対する民間資本の参入とメディアグルー

プによる国有支配の構造を論じる23。新華伝媒には民間企業である上海緑地集団が上海

新華発行集団の 49％の株式を保有する形で参入している。解放日報報業集団が 51％の

株式を保有し上海新華発行集団を支配しており、上海新華発行集団は国有支配企業と

なる。それゆえ、上海新華発行集団による株式保有は国有資本による出資とみなされ、

民間資本が間接的に参入可能となる。これによって、解放日報報業集団が 23.49％、上

海新華発行集団が 30.58％で合わせて 54.07％の新華伝媒の株式を保有し、国有資本に

よる支配を維持する。したがって、党・政府は国有資本による統制は変化させず、新

聞社が別会社を作り株式化することで上場し、「社会資本」という曖昧さによって民間

資本を含め非公有資本を取り込んだ。こうして新聞社の党委員会との関係は続きなが

らも名目上多様なアクターがメディアグループに関与することとなったのである。こ

のように、メディアグループによる国有資本支配を通じて民間資本の参入が可能とな
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り、党による管理と同時にメディアグループの事業拡大を両立させている24。 

以上のように、中国メディアの市場化は国内メディアと外国資本と共産党政権とい

う目標を異にする三者が、それぞれに利益が得られるように妥協しながら進められた

のである。すなわち、国内メディアは自由な参入が規制された市場において、権力に

より配分された特権を利用して自らの経済的利益を最大限に追求することができた。

外資が目的とするのは当然中国のメディア市場への進出である。その獲得のための前

段階として様々な制限があるにもかかわらず中国メディアへの進出に意欲的であった

のはそのためである。 

こうした中で、メディアの市場化はいかに進められているのか。市場化に向けての

中国新聞出版広電総局の政策を概観しておきたいと思う。 

メディアの市場化問題は、外部資本を抜きにして語ることはできない。 

前にも触れたが、これまでメディアは国家の「事業単位」として位置づけられてい

た。すなわち、共産党政権のもとで長い間メディアは事業単位の性格が色濃く、党や

政府の組織と同等な扱いをされてきた。このような歴史があるために、メディアは経

営的な利益を最大限に実現することを目標とする他の産業とは異なるという見解が維

持されてきた。90 年代以降の市場経済化、さらに 2001 年の WTO 加盟により、メディ

アへの外部資本の参入が事実上避けられない現実的な課題として浮上し、実態におい

ても資本参入が進行しているにもかかわらず、当局は依然としてメディアの特殊な地

位という見解を変えていない25。 

その代わりに、外部資本が参入してもメディアへのコントロールを可能にするため

に外部資本の参入に関していくつかの原則が打ち出されている。 

第一に、メディアの活動において、当局の見解と異なる内容の放送、報道を禁止す

ることである。現在でもなお、テレビや新聞、雑誌などにおいては原則的に外部資本

の参加が禁止されている。しかし、実態においては、様々な形式で外部資本が参入し

ている。そこで、特に衛星放送、ケーブルテレビなどが国外番組を放送する際に、こ

の原則が強く求められるのである。 

第二に、外部資本がメディアに参入する際の決定権と、メディアの運営における様々

な採決権を党と政府部門が掌握することにより自らの主導的地位を保持することであ

る。 

共産党が外部資金のメディアへの参入に警戒を強めているのは、ほかでもなく自ら
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の政治的利益を考慮しているからであることは言うに及ばない。というのは改革開放

政策のもとでメディアの運営の方式を変えたとしても、当局からすればメディアはあ

くまで党の指導に服従し、「正しい」世論を導くという役割を担うべきであるという認

識には変わりがないからである。この点が、外部資金がメディアに入る際の最大の争

点となるのである。 

第三に、外部資金の参入の分野を限定することである。 

既に述べたように、市場化以前は、中国のメディアは事業単位であった。例えば、

新聞の場合は、印刷工場、広告などが全て新聞社のなかの一部署として存在していた

のである。一方、自前の印刷工場、広告部がない新聞は、国家が経営する印刷工場に

新聞の印刷を依頼するという方法を取っていた。「市場化」は、こうしたなかで報道や

編集と直接関係のない部署を新聞社と切り離し、完全に企業化するか、あるいは新聞

社の内部におきながらその部署のみは独立採算制を実施し、毎年新聞社の財政に一定

の額を納め、残りは部署で自由に使えるようにするなどの方法で行われたのである。

しかし、こうして分離されたり、独立採算制を実施されたりしても、印刷工場は自ら

の判断で自由に印刷することができるわけではない。例えば、新聞の印刷は、編集長

が許可するという署名など、一定の手続きに基づいた文書がないと印刷工場で印刷す

ることはできない26。外部資本が最初に参入するようになったのは、こうした、メディ

アの中で部分的に開放された分野であった。これら分野には当局の外部資本対応策が

整備される前に国内の民間の資本が参入しメディアもそれを受け入れていった。 

こうした実態も踏まえて当局は、2001年の WTO加盟時に、中国が加盟してから 1年

以内に外国投資家が中国の図書、新聞と定期刊行物の小売業務（零售）に従事するこ

とを部分的に許可することに合意したのである。また 3 年以内に、外国の投資家が図

書、新聞と定期刊行物の卸売り業務（批発業務）に参加することについても一部許可

する姿勢を明らかにした。実際、2003年 5月 1日から、中国は外国の投資家が中国市

場において図書、新聞と定期刊行物の小売業務に従事することを許可している27。 

 

2.情報化の影響とネットメディアの規制 

中国のメディアは中国共産党の指導下にあって、宣伝の重要な武器として機能して

きたことは否定しようのない事実である。改革開放後のメディアは量的にも、質的に
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も飛躍的な発展を遂げたものの、相変わらず中国共産党の代弁者として、大衆説得、

社会の動員、国家の統合の機能を果たすべきことが強調されている。 

しかし、今日の中国のメディアは、情報技術の進展につれて、きわめて大きな試練

に直面し、その転換が迫られている。2000年初頭、当時のアメリカ国務長官オルブラ

イトは「中国の国民はすでに多種多様の情報に接しており、それに伴って到来するの

は民主化である。いつ到来するかは予測できないが、情報化、人々が自分の生活様式

を選択する願望、そして中国が世界経済の一部になっていることは、この転換を必然

的なものにしている」28と語った。確かに、菊池実が指摘したように、「これまで情報

メディアは印刷、音声、映像、放送、通信と、異なる情報基盤に支えられて独自な発

展をしてきた。······デジタル・イノベーションはエネルギーや製造革命と同じよう

に、産業・社会の領域にかかわる技術革新である。情報産業に見られるデジタル化は

この大きなデジタル・イノベーションの中に含まれる一つの動向である」29。したがっ

て、「情報流通過程の枠組みの秩序変化は社会の支配構造の変化によってもたらされる

場合と、メディアの技術革新によってもたらされる場合とがありうる」30。 

ハメリンク（Hamelink）も、グローバル化や情報化の進展が、開発主義的な体制の

メディア構造に大きな影響を与え、メディアの支配構造における国家と市場の関係を

逆転させ、その自由化を促進する役割を果たすに違いないと予測している。「世界中の

数多くの国は、コミュニケーションの構造を見直している。このプロセスの中で、主

導的な戦略はむしろ市場を強化し、国家を弱体化するということであり、民営化と自

由化が徐々にキーワードとして重視されるようになったようである」31。 

今日の中国の現実を見てみれば、新聞、ラジオ、テレビというような伝統的なメデ

ィアに関する規制と比べ、「開放的な情報通路」と称されるインターネット、モバイ

ル通信、衛星放送などは、中国の「新しい開かれた世界への扉」として、国内外の研

究者から熱い視線を浴びている。 

しかし、国内の政治的引き締めと経済の国際化という一見対立する国家目標を同時

に追求する中国において、ネットメディアの発展を研究する際、従来の一元的な情報

システムに風穴を開けるという積極的な役割を評価すると同時に、高度情報化技術の

特性に合わせて行われてきた中国政府の管理規制政策の調整に大いに注目しなければ

ならない。 

そこで、情報の「開放」と「規制」の間に横たわっている「表象」と「内実」の相互
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関係に焦点を絞り、その中で中国ネットメディアがどのように進展してきたのかに考

察を加えたい。 

 

（1）ネットメディアの内容の管理 

2000年以降、インターネットの普及によって登場したネットニュースサイト、ネッ

トラジオやネットテレビが、中国社会に既存メディアとネットメディアの融合という

革新をもたらした。インターネットメディアは豊富な情報量や、リアルタイムで閲覧

可能などといった特性をもって、新聞、ラジオ、テレビと融合し、ニューメディア形

態を形成している。 

1999年に出された「中央宣伝部、中央対外宣伝弁公室による国際インターネットニ

ュース宣伝業務に関する意見」（以下「意見」と記す）はインターネット報道に関する

党の意見である。この「意見」の中心は対外宣伝、対外報道に関するものであった32。

2000年から中国当局が中国国内のネットメディアの報道に対する法規制を整備しはじ

め、ネットメディアに対する監督を強化する傾向が見えてくる。その一つの現れとし

て「インターネット情報サービス管理方法」や「ネットサイトでのニュース掲載業務

に関する管理暫定規定」が公布されたことが挙げられる。 

また 2005 年および 2011 年にネットメディアの情報提供サービスの全般を規定する

「インターネットニュース情報サービスの管理規定」33や「インターネットニュース情

報サービスの管理規定（意見募集案）」34を打ち出し、ネットメディアによるニュース

情報の提供への管理を強化している。 

さらに 2011 年から、ウェイボー35上に、アナウンサーや記者が政府批判を行ったり

所属メディアで報道できなかった情報を公開する動向が見られたため、同年からウェ

イボーへの管理が一層厳しくなっている。例えば、2011年に、北京市が「北京市ウェ

イボーの発展の管理に関する若干規定」を施行し、中国のウェイボー利用に関して身

分証の提出を義務付け、実質的な実名登録制を定めている36。 

四大ウェイボーの中では新浪ウェイボーと搜狐ウェイボーは北京市行政区域内にあ

るため、これらは規定の対象になっている。この「規定」の影響として、虚偽のユー

ザーやデマ情報が一掃される可能性が高いため、ウェイボー上に流される情報の信頼

性が高まる一方、一部のユーザーが気軽に時事政治問題を議論できなくなることが考

えられる。また、2013年に国家新聞出版広電総局が「報道記者や編集者のネット活動
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に関する管理を強化する通知」37を出し、中国当局は記者、編集者などメディア従事者

のソーシャルメディア上の発信への管理を強化している。その「インスタントメッセ

ージ・サービスを提供する事業者のサービス、利用者の利用に対する規範」（2014年）

の第 7 条（「WeChat10 条」と言う）で、インスタント・メッセンジャー（主に WeChat

を指す）のユーザーが公共アカウントを開設する場合、サービス業者の審査を受ける

と同時に、行政機関に報告、申請しなければならないことを規定している。さらに報

道機関やニュースサイト、ニュースサービスは、認められた主流ポータルサイト（CCTV、

地方紙など）が開設した公共アカウントのみに時事ニュースを流すことが認められて

いる38。新聞社が創設したニュースサイトなどは決して主管、主弁単位制度から自由に

なったわけではなく、引き続き主管、主弁単位が管理することが要求されている。ま

た、「フェイクニュースを排除するための管理制度通知」（2016年）では、関連業者が

ソーシャルメディアに投稿される事件、事故などの情報の事実関係を確かめてからニ

ュースとして掲載しなければならないとしているが、中国政府が認めない情報のすべ

てがフェイクニュースとされる恐れがあると言われる39。 

このように、2000年以降の中国ではネットメディアの発信内容を厳格に管理する傾

向が見られるが、それを明らかするには、ネットメディア上の発信内容に関わる具体

的な管理制度を検討する必要があろう。 

 

（2）ネットメディアの発信内容に関する事前規制 

ネットメディア全体に対する発信内容の事前規制を検討する前提として、ニュース

を提供するネットメディアの情報源に関する管理制度を概観したい。 

まず、ニュースを提供するネットメディアの設立条件と情報源に関する管理制度に

ついてである。 

ニュースを掲載するサービスを提供する業務に関する規定としては、国務院新聞弁

公室、信息産業部が 2000年に出した「ネットサイトでのニュース掲載業務に関する管

理暫定規定」40（以下「暫定規定」と記す）が挙げられる。 

「暫定規定」では、ニュースを掲載するサービスとは、ネットによるニュースを公

開し、転載するサービスと定義されている。また国務院新聞弁公室が全国のネットサ

イトのニュース掲載サービスを管理し、この件に関する最高行政管理レベルであると

定めている。さらに当規定によって省、自治区、直轄市の人民政府弁公室が管轄行政
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地域内のネットサイトのニュース掲載サービスを管理するとされている。このように、

省、自治区、直轄市の地方人民政府弁公室が各地域内のネットサイトのニュース掲載

サービスを管理し、国務院新聞弁公室がそれらの全国のネットサイトのニュース掲載

サービスを一括管理するというピラミッドのような管理システムが「暫定規定」によ

って構築されている。 

また「暫定規定」の第 5条によると、ニュースサイト、すなわち人民網41、新華網42

のような報道機関や政府に所属するニュースサイトの創設は各地域レベルの報道機関

や国家機関の各部門が独占していることがわかる。中央国家機関各部門の新聞単位お

よび省、自治区、直轄市と省、自治区人民政府の所在地の市直轄新聞単位以外の企業、

団体、個人は、ニュースサイトを創設することができない。しかし、人民網、新華網

のニュースサイトを情報源として、各種の情報を提供する総合性ネットサイトの創設

は可能ではある。 

このように、ネットサイトに転載されているニュース情報のすべては中央報道機関

あるいは各レベル政府に直属する報道機関から提供され、また多数のネットサイトが

自社によるニュース発信を禁じられていることで、ネット上のニュース発信も既存メ

ディアと同様な報道規制下に置かれていることになる。しかし、ー部のブログやネッ

トサイトは掲載許可を得ずにオリジナルなニュース情報を発信していることも現実で

ある。多数のネットユーザーに閲覧されれば当局の検閲やフィルタリングに発見され

る可能性が高いが、これらのサイトやプログは検閲による運営禁止処分やアカウント

削除の危険の中で報道活動を行っていると言える。 

次に、ネットメディアの発信内容に関する事前規制についてである。 

以下では規制される発信内容を明確に規定する管理法規制を検討する。 

1997年、中国共産党中央（以下「中共中央」と記す）は、通達ですでに述べたよう

に、国務院新聞弁公室がネットニュース宣伝の管理機構であると規定した。そして 2000

年には国務院新聞弁公室にネットニュース管理局が設置され、ネットニュース報道業

務を管理することとなった。またネット検閲に関する法制面の根拠を提供するため、

2000 年 9 月に公布された「インターネット情報サービス管理方法」43の第 15 条では、

以下の 9 項目の内容を含む情報の制作、コピー、公開、ばら撒きは禁止されることが

規定された。 
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①憲法に規定されている基本原則に反対する内容 

②国家安全に危害を加え、国家機密を漏洩し、国家政権を転覆させ、国家統一を破

壊する内容 

③国家の栄誉と利益を損害する内容 

④民族間の対立、民族差別を扇動し、民族団結を破壊する内容 

⑤国家の宗教政策に違反し、邪教と封建的な迷信を宣伝する内容 

⑥デマを散布し、社会秩序を混乱させ、社会安定を破壊する内容 

⑦猥褻、賭博、暴力、殺人、恐怖あるいは犯罪を教唆する内容 

⑧他人の合法的な権利を侮辱あるいは誹謗する内容 

⑨法律および行政法規において禁止される内容 

 

そのほか、「インターネットにおける掲示板サービスに関する管理規定」44（2000年）

と「ネットサイトでのニュース掲載業務に関する管理暫定規定」45（2000年）でもこの

9 項目を規制内容と規定している。さらに「インターネットニュース情報サービスの

管理規定」46（2005年）はこの 9項目に加え、違法集会、結社、デモなどの社会秩序を

妨害する内容と違法民間組織の名義で活動する内容という二つの項目を設定した。 

上述のような規制内容を発信することは、内容によっては有罪になる可能性があり、

犯罪ではないと認定されても関連する法律や行政法規により、その関連情報を発信し

た事業体の休業という処分が加えられる。こうした事態を避けるために、ネットメデ

ィアは以上のような規制内容を発信しないように警戒している。例えば一部のネット

メディアでは、発信内容を管理する者を雇って発信内容を随時チェックしており、規

制内容に抵触する可能性がある場合には、その発信を止めるか削除するかを行う。こ

のようなネットメディアによる自主的な審査は自主規制の一つの手段である。 

さらにネットメディア事業者は、以上の規制に基づいて各社独自のネット掲載や掲

示板書き込みの規則などを設定している。例えば中国の人気ウェイボーの新浪ウェイ

ボー事業者は、2012年 5月 28日から「ウェイボーコミュニティー（社区）公約」、「ウ

ェイボーコミュニティー （社区）管理規定」、「ウェイボーコミュニティー （社区）

委員会制度」、「ウェイボー商業行為に対する規範」、「ウェイボー信用規則」を作成し

ている。これらのウェイボー事業者による発信規則では、先の「インターネット情報

サービス管理方法」（2000 年）の第 15 条で規制された発信内容を含む情報について、
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ウェイボーでの発信を禁止すると規定している。そのほかにもウェイボー事業者によ

る発信規則では、ウェイボー内部の管理者が政府にとって敏感な情報を書き込んだユ

ーザーに警告し、政府に都合の悪い情報を書き込んだ 5 件以上のユーザーには発信を

48時間禁止するとともに関連内容を削除することを規定しているものがある。さらに、

悪意があり政府に都合の悪い情報を書き込んだアカウントには 48 時間以上発信を禁

止し、アカウントを抹消することも規定している。ネットメディア事業者が決めた規

則に法的拘束力はないが、その事業者の顧客であるネットユーザーは各社の規則にし

たがって発信する必要がある。すなわち、それらの規則に従わないとネットユーザー

は掲示板、ウェイボーなどでは発信ができなくなる可能性がある。 

 

（3）ネットメディアの発信内容に関する事後検閲と自主審査 

政府が主導するネットメディアの発信内容に対する審査は、大きく 2 種類、すなわ

ちフィルタリングなどソフトウェアを用いて行う審査と、ネットメディアの発信管理

主管部門が定期的に行う審査に分けられる。いずれも重点的に審査する内容は同じで

あるが、検閲対象となるネットサイトとキーワードは指導層、社会環境によって変わ

る。 

ニュースサイトについては、前述のように報道内容の管理規制が新聞など既存メデ

ィアと同様に行われているため、掲載する前の事前審査がその場合の主な審査手段で

ある。既存メディアと同様にニュースサイトでも、報道刊行物『南方週末』『財経』の

ようなリベラルなニュースサイトもある。そのうち 2014年 7月 22日に設立された『澎

湃新聞』というニュースサイトは上海報業集団の傘下に所属する中国時事政治ニュー

スを代表するニュースサイトであり、官僚の腐敗問題を次々暴露したことで社会の注

目を集めたが、中央幹部からそれが過激であるとの厳しい批判を浴びた47。この中央幹

部の厳しい批判を受けてから数日後の 8 月 25 日に、『澎湃新聞』が「エコノミスト」

という見出し記事を翻訳するときに、中国政府が不快感を示すような内容を「自主規

制」するために削除したため、ウェイボー上では多数のネットユーザーからの批判が

表明された48。このように、都合のよい部分は翻訳し、都合の悪い部分は翻訳しないと

いう「選択式の翻訳」は『澎湃新聞』が前日に中央幹部の批判や指示を受けた結果行

われたと推測されるが、ネットメディアは行政的規制以外にも、関連管理部門からも

随時報道内容の報道指針を受けている。 
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掲示板やウェイボーなどの SNS 事業者は、フィルタリングや「管理者」審査という

手段を用いて自主的に事後審査を行う。このうち、「管理者」審査とは事業者が自主的

に行うもので、内部の管理者らがネット上に公開されている情報をチェックし、規制

違反の内容を発見し次第、削除する審査手段である。以上のようなフィルタリングと

内部の管理者によるダブル審査によって、国家関連規制に違反する情報を効率的に発

見できる。ただし、審査の基準は管理者によって異なるため、同程度に政府に都合の

悪い発信内容であっても、それが削除されるかどうかは、ソーシャルメディアによっ

て異なる。一般的にメディア事業者による審査基準は政府に比べると緩いと言えよう。

またネットメディアは既存メディアより情報の拡散速度が速く、削除した時点ですで

に世界中に拡散し、閲覧、保存されている可能性が高いため、ネットメディア上の発

信に対する削除は既存メディアの報道の削除ほど効果的ではない。さらに、中国のネ

ットユーザーは発信を削除されないようにするために、発信の際は政府批判などに関

して新語を多く使用するため、検閲システムがフィルタリングできないケースが多い。

これらから、ネットメディアに対する内容審査は既存メディアより効果的ではないと

言える。 

中国におけるネットメディアに対する管理の対象となる内容を整理すると、以下の

3種類に分けられる。第一は国家の安全や社会の安定に危害を与える内容、第二は、反

政府、反共産党的な言論、第三は暴力、殺人、恐怖あるいは犯罪に関わる内容である。

これらの内容を発信したら、報道メディアであれば行政的な警告や処罰が下されるが、

一般のネットューザーがこれらの発信をする場合、発信の削除やアカウントの利用禁

止、時には逮捕される可能性がある。 

 

 

むすび 

 

社会の安定を維持するためには、社会をコントロールし調節するシステムが必要と

なる。それぞれの国家では社会をコントロールし調節するメカニズムは異なるが、ど

の国家においても、様々な社会コントロールのシステムの中で、政治的なコントロー

ルの役割は際立っている。異なる政治体制は政治的なコントロールの方式の違いをも
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もたらす。有効な政治コントロールは社会の調和、秩序の安定、平和の発展にとって

基本的な前提である。中国では、中国共産党が一つの政治コントロール手段として、

メディア管理権を確実に掌握している。党はメディアに対する管理権を有効にコント

ロールするため、現行のメディア管理制度を選んだ。 

1978年の改革開放後、中国のメディア管理制度は、国家の政策、経済発展、技術革

新という要素に大きく影響を受け、発展した。メディアが政府の宣伝ツールとしてだ

けでなく、経済成長の促進者としての役割も果たしはじめた。市場競争の導入、自主

経営、資本の規制緩和など様々な改革が進められた。主管部門、主弁部門は出版部門

を指導するという関係にあった。 

1990年代に入ってから、メディアグループ化が進んだ。それ伴って、インターネッ

トの普及は情報の流通のあり方を変え、メディアの役割と管理に新たな課題をもたら

した。政府は情報のコントロールを維持しつつ、同時に経済的な利益を追求するとい

うバランスを取る必要に迫られた。 

2000年代に入ると、最初は WTO加盟による国際化、グローバル化、外資導入の問題、

情報化、デジタルメディアとソーシャルメディアの台頭が、情報の流通とメディアの

機能をさらに拡大した。これにより、政府は情報管理の方法を再評価し、より洗練さ

れた手法を採用するようになった。同時に国際的なイメージ戦略にも注力されるよう

になった。 

現在は、中国のメディア管理制度は政府がメディアを通じて国家のイメージを向上

させることとともに、社会的安定を維持するための情報コントロールに努めている。

しかし、インターネットとグローバルメディアの時代において、完全な情報コントロ

ールは困難であり、メディアの報道と管理のバランスは引き続き重要な課題である。 

中国の社会とメディア環境は、市場経済の急速な発展と世界経済への合流に伴い、

顕著な変化を遂げている。経済の発展と国際化が進む中で、メディア産業もまたその

波に乗り、商業化の道を歩んできた。インターネットとデジタルメディアの普及は、

情報の速報性とアクセス性を大きく向上させ、伝統的なメディアの役割にも変革をも

たらしている。 

政府はメディアを通じて社会の安定と党の政策の普及を図りたいと考えているが、

他方でメディアの商業的な成功を追求する傾向を強め、必ずしも政府の意向と一致し

ない内容が生み出されることもある。このジレンマに対処するため、中国政府は主
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管・主弁制度を導入し、メディア企業に対する指導を強化し、インターネットへの審

査も厳しくなっている。これらの制度により、政府はメディアの内容と運営に対する

影響力を維持しつつ、一定の商業活動を認めることでメディア産業の発展を促してい

る。 

中国のメディア管理制度は経済発展、技術革新、国際関係の変化と密接に関連して

おり、将来的にもこれらの要素に影響され続けることであろう。 
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